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令和６年12月９日(月曜日)

　　 ―――――――――――――――――

　　　議事日程　第５号

　　令和６年12月９日(月曜日)午前10時開議

　第１　一般質問(議案に対する質疑並びに県の

　　一般事務について)

　第２　議案等に対する質疑(第１号から第33号

　　まで)

　第３　知事提出議案の委員会付託(第１号から

　　第33号まで)

　第４　請願の委員会付託

　第５　休会の件

　　 ―――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

　日程第１　一般質問(議案に対する質疑並びに

　　県の一般事務について)

　日程第２　議案等に対する質疑(第１号から第

　　33号まで)

　知事提出議案の上程(第34号から第44号まで)

　日程第３　知事提出議案の委員会付託(第１号

　　から第44号まで)

　日程第４　請願の委員会付託

　知事提出議案の上程(第45号)

　日程第５　休会の件

　　　　 ――――――――――――

出席議員氏名(48人)

　　　　　　　　　　　　星　野　愛　斗　君

　　　　　　　　　　　　髙　井　千　歳　さん

　　　　　　　　　　　　住　永　栄一郎　君

　　　　　　　　　　　　亀　田　英　雄　君

　　　　　　　　　　　　幸　村　香代子　君

　　　　　　　　　　　　杉　嶌　ミ　カ　さん

　　　　　　　　　　　　立　山　大二朗　君

　　　　　　　　　　　　斎　藤　陽　子　さん

　　　　　　　　　　　　堤　　　泰　之　君

　　　　　　　　　　　　南　部　隼　平　君

　　　　　　　　　　　　本　田　雄　三　君

　　　　　　　　　　　　岩　田　智　子　君

　　　　　　　　　　　　前　田　敬　介　君

　　　　　　　　　　　　坂　梨　剛　昭　君

　　　　　　　　　　　　荒　川　知　章　君

　　　　　　　　　　　　城　戸　　　淳　君

　　　　　　　　　　　　西　村　尚　武　君

　　　　　　　　　　　　池　永　幸　生　君

　　　　　　　　　　　　竹　﨑　和　虎　君

　　　　　　　　　　　　吉　田　孝　平　君

　　　　　　　　　　　　中　村　亮　彦　君

　　　　　　　　　　　　髙　島　和　男　君

　　　　　　　　　　　　末　松　直　洋　君

　　　　　　　　　　　　増　永　慎一郎　君

　　　　　　　　　　　　前　田　憲　秀　君

　　　　　　　　　　　　松　村　秀　逸　君

　　　　　　　　　　　　岩　本　浩　治　君

　　　　　　　　　　　　西　山　宗　孝　君

　　　　　　　　　　　　河　津　修　司　君

　　　　　　　　　　　　楠　本　千　秋　君

　　　　　　　　　　　　橋　口　海　平　君

　　　　　　　　　　　　緒　方　勇　二　君

　　　　　　　　　　　　髙　木　健　次　君

　　　　　　　　　　　　髙　野　洋　介　君

　　　　　　　　　　　　内　野　幸　喜　君

　　　　　　　　　　　　山　口　　　裕　君

　　　　　　　　　　　　岩　中　伸　司　君

　　　　　　　　　　　　城　下　広　作　君
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　　　　　　　　　　　　西　　　聖　一　君

　　　　　　　　　　　　鎌　田　　　聡　君

　　　　　　　　　　　　坂　田　孝　志　君

　　　　　　　　　　　　溝　口　幸　治　君

　　　　　　　　　　　　池　田　和　貴　君

　　　　　　　　　　　　吉　永　和　世　君

　　　　　　　　　　　　松　田　三　郎　君

　　　　　　　　　　　　藤　川　隆　夫　君

　　　　　　　　　　　　岩　下　栄　一　君

　　　　　　　　　　　　前　川　　　收　君

欠席議員氏名(１人)

　　　　　　　　　　　　渕　上　陽　一　君

　　 ―――――――――――――――――

説明のため出席した者の職氏名

　　　　　　知　　　　事　木　村　　　敬　君

　　　　　　副 知 事　竹　内　信　義　君

　　　　　　副 知 事　亀　崎　直　隆　君

　　　　　　知事公室長　内　田　清　之　君

　　　　　　総 務 部 長　小金丸　　　健　君

　　　　　　企画振興部長　富　永　隼　行　君

　　　　　　理　　　　事　阪　本　清　貴　君

　　　　　　理　　　　事　府　高　　　隆　君　

　　　　　　健康福祉部長　下　山　　　薫　さん

　　　　　　環境生活部長　小　原　雅　之　君

　　　　　　商工労働部長　上　田　哲　也　君

　　　　　　観光文化部長　倉　光　麻里子　さん

　　　　　　農林水産部長　千　田　真　寿　君

　　　　　　　　　　　　辻　井　翔　太　君

　　　　　　土 木 部 長　宮　島　哲　哉　君

　　　　　　会計管理者　川　元　敦　司　君

　　　　　　企 業 局 長　深　川　元　樹　君

　 　　　　　　　　　　 平　井　宏　英　君

　　　　　　教 育 長　白　石　伸　一　君

　　　　　　警察本部長　宮　内　彰　久　君

　　　　　　　　　　　　出　田　孝　一　君

　　　　　　監 査 委 員　藤　井　一　恵　君

　　 ―――――――――――――――――

事務局職員出席者

　　　　　　事 務 局 長　波　村　多　門

　　　　　　　　　　　　本　田　敦　美

　　　　　　議 事 課 長　富　田　博　英

　　　　　　議事課長補佐　岡　部　康　夫

　　　　 ――――――――――――

　　午前10時開議

○議長(山口裕君)　これより本日の会議を開きま

す。

　　　　 ――――――――――――

　日程第１　一般質問

○議長(山口裕君)　日程に従いまして、日程第

１、６日に引き続き一般質問を行います。

　荒川知章君。

　　〔荒川知章君登壇〕(拍手)

○荒川知章君　皆様、おはようございます。自由

民主党・葦北郡選出・荒川知章です。本年２月の

定例会に続き、６回目の一般質問となります。質

問の機会を与えてくださいました先輩議員、同僚

議員の皆様、心より感謝を申し上げます。

　私にとりまして、木村知事が就任されまして初

めての一般質問となります。知事はじめ、答弁を

いただく教育長、部長におかれましては、どうぞ

明快な答弁をよろしくお願いいたします。

　それでは、質問のほうに入っていきたいと思い

ます。

　まず初めに、大規模災害の教訓を踏まえた防災

力の強化についてお尋ねをいたします。

　能登半島地域では、今年１月１日に大規模地震

が発生し、甚大な被害に見舞われました。その

後、９月の豪雨災害も重なった現地では、今なお

多くの方が復旧に当たられています。

　また、８月には、宮崎県日向灘で発生した地震

病 院 事 業
管 理 者

事務局次長
兼総務課長

人事委員会
委  員  長

食のみやこ
推 進 局 長
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に伴い、南海トラフ地震臨時情報が発表され、改

めて、大規模災害への備えの必要性を認識させら

れました。

　そして、本県においても、平成24年熊本広域大

水害、平成28年熊本地震、令和２年７月豪雨な

ど、数々の大規模災害に見舞われてきました。

　災害からの復旧、復興の道のりは大変なものが

ありましたが、災害のたびに、これまでの災害対

応を振り返り、着実に防災力の強化が進んでいる

と私は思っております。

　本県では、防災センターの整備や大災害の経験

を踏まえた防災体制の強化、今年度は「世界津波

の日」高校生サミットや、ぼうさいこくたいとい

った防災イベントの実施など、全国に先駆けた取

組が行われています。

　しかしながら、防災力の強化は、どれだけやっ

ても完璧とはならず、将来の万が一への備えとし

て、市町村など関係機関と連携し、日々進化させ

ていかなければならないものだと考えています。

　石破総理は、臨時国会冒頭の所信表明演説にお

いて、防災へのさらなる対応を重要政策課題に掲

げられました。また、今年度の経済対策において

も、防災・減災、国土強靱化の推進が盛り込まれ

ています。

　災害は、いつ、どこで発生するか分かりません

し、近年の異常気象を考えても、激甚化、頻発化

する災害への備えは、日本全国、どの地域でも平

時から行うべき課題であると考えます。

　そのため、これまで本県が培った経験や教訓を

踏まえた防災力強化の取組を全国に発信すること

は、日本各地で今後想定される大規模災害に備え

る意味で重要な役割を果たすのではないかと考え

ています。

　大規模災害を経験した本県だからこそ、他県に

先んじて、防災力を高める先進的取組を、他県の

模範となるように取り組みつつ、さらにそのこと

を発信していくことが重要です。

　そこで質問です。

　県では、これまで防災力の強化を進めてこられ

ましたが、改めて、大規模災害の教訓を踏まえ、

今後防災力の強化にどのように取り組んでいかれ

るのか、また、大規模災害を経験してきた本県だ

からこそ、全国的な課題である防災力強化に対し

てどのように関わっていく考えなのか、知事にお

尋ねいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　荒川議員から、大規模災害の

教訓を踏まえた防災力の強化について御質問いた

だきました。

　私は、平成28年の熊本地震、そして令和２年７

月豪雨、これらのこれまで甚大な被害を受けてき

た熊本県の知事として、防災に対する強い思いを

持っております。

　災害は、いつ、どこで起きるか分かりません

が、あらかじめ可能な限りの備えを行っていくこ

とにより、被害の最小化、そして被害に遭われた

方々の一刻も早い再建につながることができま

す。

　このため、今定例会に提案させていただきまし

た、くまもと新時代共創基本方針の中で、取組の

基本的方向性の４つのうちの一つに「県民の命、

健康、安全・安心を守る｣、これを掲げておりま

す。防災、減災を含む災害に強い県土づくりを進

めることとしております。

　既に実施しております全市町村が参加しての豪

雨対応訓練、また、物資等の確保や移送に関する

民間企業との協定の締結、ＫＶＯＡＤなどのよう

な民間ボランティア団体との連携など、大きな災

害を経験したからこその本県の取組は、今、国や

全国の自治体から高い評価をいただいておりま



－ 126 －

令和６年11月定例会　熊本県議会会議録　第５号（12月９日）

す。

　例えば、私がかつて所属しておりました総務省

消防庁では、本県の訓練をモデルとした内容で、

小規模な自治体と都道府県が連携した訓練を展開

してくださっているところでございます。

　また、議員も御紹介いただきました、本年10月

に本県で開催いたしました防災推進国民大会と

｢世界津波の日」高校生サミットは、ともに過去

最大の参加者数となりました。この２つの防災の

ビッグイベントを通じて、本県の取組や創造的復

興の状況を強力に発信し、防災意識の向上に大き

く寄与したと考えております。

　さらに、今月12月19日に、能登半島地震での教

訓を踏まえ、天草・水俣地域における孤立対応を

想定した総合防災訓練の実動訓練を行わせていた

だきます。天草地域における海上自衛隊の艦艇に

よる揚陸訓練や水俣市における陸上自衛隊のヘリ

コプターによる緊急車両の輸送訓練などを行いま

して、実践的な災害対応力の向上を図るととも

に、孤立への県民の不安の解消に努めてまいりた

いと考えております。

　国は、能登半島地震、豪雨での教訓を踏まえ、

平時から、被災者支援のための備蓄などを拡充す

る事前防災の考えを改めて示したところです。

　この事前防災は、本県がこれまでも推進してき

たことでありまして、熊本県としても、市町村な

どと連携して、この事前防災の考え方の下、必要

な資機材、物資の整備を進めるなど、県民の安

心、安全の確保のため、さらなる防災力の強化に

努めてまいりたいと考えております。

　また、これまでの災害の経験、教訓を生かし、

国全体の防災力の強化に貢献することは、熊本県

の使命であると考えております。

　特に、本県は、九州を支える広域防災拠点構想

を掲げ、南海トラフ地震などが発生した際には、

大きな被害が想定される宮崎県、大分県などへの

支援を行うことができるよう、訓練の実施や拠点

機能の強化を進めているところであります。

　県民の皆様の生命、財産はもちろんのこと、九

州、そして全国の皆様の生命、財産を守ることに

貢献していくことが、これまで大災害で全国から

御支援をいただいた熊本県の責務であり、恩返し

であるという思いも込めて、最大限の努力を重ね

てまいりたいと考えております。

　以上でございます。

　　〔荒川知章君登壇〕

○荒川知章君　南海トラフ地震臨時情報が発表さ

れたとき、対応できた自治体は20％だけだったと

のアンケート結果が出ています。国全体の防災力

の強化に貢献することは、知事がおっしゃるよう

に、本県の使命であります。知事の力強い思いを

確認することができました。ぜひよろしくお願い

いたします。

　私の地元には、県内で唯一の防災道の駅とし

て、道の駅たのうらが指定されています。今後

も、防災拠点として、しっかりとした役割を果た

す必要があります。

　国でも、今年度補正予算や来年度当初予算で、

関係予算が手厚く確保していただけるものと思い

ますので、ぜひ県におかれましては、国の補正予

算や来年度当初予算をうまく活用し、大規模災害

を経験してきた本県だからこそ、他県の一歩先を

行く取組を積極的に進めていただきたいと思いま

す。

　次に、食のみやこ熊本の実現に向けて質問をい

たします。

　木村知事は、さきの知事選挙において「｢食の

みやこ熊本県」の創造！」を公約に掲げ、選挙戦

を進められました。その公約を実現すべく、10月

には、食のみやこ推進局を設置されました。県産
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品のさらなる販路拡大に向け、熊本の豊かな食文

化を生かした農林畜水産物の高付加価値化を進め

ることを狙いとして、新たな組織がスタートして

います。

　一方、市場では、今年、米の販売価格が大きく

上昇しました。また、コロナ禍を思い出してみま

すと、当初は、東京都内のデパートの地下食料品

の店先から野菜や果物など生鮮食品が消え、食料

品の確保が困難になるという報道を目にするな

ど、食料を輸入に頼る我が国の脆弱性が露呈して

しまいました。

　そのような経験を踏まえて申し上げますと、知

事が常々おっしゃっている、熊本の最大の産業は

農業である、熊本から日本人の胃袋をつかみたい

という言葉は大変意義深いものであるとともに、

食料安全保障という観点でも、私も大いに賛同す

るところであります。

　私が住む水俣・芦北地域では、温暖な気候の

下、山と海の幸やかんきつ類など豊富な農林畜水

産物に恵まれており、県南フードバレー構想に基

づき、地元で生産された農林畜水産物を活用した

商品開発、流通の取組が積極的に行われていま

す。

　特に、最近では、和紅茶の生産が盛んに行われ

ており、令和４年度には、芦北町のお茶のカジハ

ラさんが生産された紅茶が、イギリスの国際品評

会で世界一に輝いておられますし、芦北高校で

は、ジビエを使った商品開発も行われておりま

す。

　また、津奈木町では、酒蔵・亀萬酒造さんが農

業に参入され、自ら酒米を生産されておられます

し、地元小学校の児童が、地元ＪＡ青壮年部の皆

さんと協力の下、特産のサラダタマネギを民間事

業者と連携して、生産から加工、商品開発、流通

まで取り組むなど、食に関する様々な取組が展開

されています。

　知事が目指しておられる食のみやこ熊本県の創

造は、県南地域においては、こうした県南フード

バレーの取組をさらに進化させていくものではな

いかと思います。

　そこで、まず１点目に、今後、食のみやこ熊本

を実現していく中で、県南フードバレー構想をど

のように推進していくかについて、知事の思いを

お尋ねいたします。

　次に、農林水産業の現場では、担い手不足に直

面しているという現実があります。国は、農業経

営体の数が2030年に半減するとの試算も出されて

います。農業は、ほかの仕事と違い、自然相手の

労働環境で、収入や休みの不安定さがあるなど様

々な課題があることは地元でも聞いています。こ

の産業には本当に魅力がないのでしょうか。そう

ではないと私は信じています。

　そのような中、知事は、親元就農に熱心である

と聞いています。親元就農の方々には、営農に当

たって必要となるトラクターや田植機など農機

具、ハウスなどの施設、田畑などの経営資源がそ

ろっており、就農が比較的スムーズにできると考

えられ、親元就農を支援するという考えは、担い

手不足を解消するため、とてもよい方向であると

私も思っています。このような知事の思いを聞い

たとき、熊本の農業の未来はとても明るいものに

なっていくと思っています。

　また、知事は、就農者を増やすためにも、休み

が取れる農業を実現したいとの思いも口にされて

おり、このような考えが、今後担い手確保を行う

上で重要性を増していくと私も感じています。

　一方で、農業が天候や作物の生育に左右される

仕事であることを考えると、その実現が簡単では

ないことは理解しているつもりですが、とはい

え、どうにかならないものかと考えるところであ
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ります。

　そこで、２点目として、農業の担い手を確保す

るため、親元就農を進めたいと考える理由とその

支援の方向性について、また、休みが取れる農業

の実現に向け、どのように取組を進めていかれる

のか、知事の考えをお尋ねいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　食のみやこ熊本県の実現に向

けて御質問いただきました。

　まず１点目に、くまもと県南フードバレー構想

の推進についてお答え申し上げます。

　くまもと県南フードバレー構想は、県南地域の

豊かな農林畜水産物の資源を活用し、食関連産業

などを集積させるフードバレーを形成することに

よって県南地域の活性化を目指すものでありまし

て、平成25年３月の構想策定から、昨年で10年を

迎えました。

　私は、副知事時代に、構想の推進母体であるフ

ードバレー推進協議会の会長として、市町村や食

関連事業者などと連携して、様々な取組を行って

まいりました。特に、令和２年７月豪雨とコロナ

禍の後は、当時のフードバレーの施策を見直しま

して、都市圏などでの商談会や県南フェア、そう

いったものの開催、または、ＥＣサイトでの販売

促進キャンペーンの実施などで食関連産業の売上

げの回復を図る、それらとともに、フードバレー

経営塾というものを創設しまして、食関連の人材

育成に全力を注いできたところでございます。

　ただ、これまでの取組を総括しますと、一定の

成果は出ているものの、やはりさらなる施策の推

進により県南地域の一層の活性化につなげる必要

があると私は認識しております。

　議員御紹介のとおり、県南地域は、日本一の生

産量を誇るトマトをはじめ、デコポンなどの農林

畜水産物に恵まれています。こうした産地の特性

を生かしながら、農産物として出荷するだけでは

なく、加工して販売することで、単価や収益性の

アップが見込まれます。また、農家単独で加工に

取り組むとなると、これは非常に大変なことであ

りますが、フードバレーのネットワークの下に地

域で連携すれば、ビジネスの可能性は広がってい

くものと考えています。

　また、これらの加工品の販売においても、民間

企業とのコラボレーションでありますとか、地元

の商工団体などとしっかりと連携することで、今

後、会員の活動支援に幅や厚みが出るものと期待

しております。

　さらに、八代港には海外クルーズ船が多く寄港

いたします。それらのインバウンド客向けにツア

ーを企画するなど、県南地域の特産品のＰＲや農

業体験を通して地域の魅力を感じてもらうこと

で、輸出も見据えた新たな販路につなげたいと考

えております。

　この10年間で、フードバレー構想実現に向けた

機運は着実に高まっております。そこで、これま

でに蓄積した情報やノウハウなどの経験を生かし

て、核となる人材の育成と販路開拓に取り組みな

がら、県南の地域資源である農産物や食文化を生

かした新商品の開発などによって、農産物やお酒

などの高付加価値化を図るとともに、食関連産業

の育成や誘致もしっかりと推進していきたいと考

えております。

　フードバレー構想は、今後策定予定の食のみや

こ熊本県の創造に向けたビジョン、この中核に位

置づけ、フードバレー構想ステージ２として、さ

らなる展開を図るため、具体的な取組を検討して

まいります。

　県南地域の活性化は、県土の均衡ある発展とい

う意味で県政の重要課題であり、知事として、県

南フードバレー構想の実現に向け、しっかり取り
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組んでまいります。

　次に、担い手確保対策についてお答え申し上げ

ます。

　担い手の確保、育成は、熊本県の農業政策の喫

緊の課題でございます。

　私は、選挙期間中、または知事就任後も、各地

を回る中で、産地として格段の活気がある地域に

出会いました。そこでは、多くの後継者が自身の

地元で就農し、仲間とともに切磋琢磨しながら農

業を営んでおり、改めて、地域農業の中核として

未来を支える担い手は親元就農だというその思い

を強くしたところでございます。

　そこで、知事就任後、アンケート調査を行いま

した。その結果においても、やはり親元就農者の

多くは、地域への愛着が強く、地域の担い手とし

て高い志を有するとの意見をいただいておりま

す。熊本県の農業の未来を支える人材として、そ

の確保に向けた具体的な施策を現在検討させてお

ります。

　また、休みが取れる農業、議員御指摘いただき

ましたが、この点につきましては、後継者が地元

で就職する上でも大変重要です。後継者が多く残

っている雇用型の経営では、必要な労働力を確保

し、交代制による休みの取得を実現されたり、ま

た、家族経営であられても、スケジュール管理の

アプリなどを活用するとか、栽培時期の分散を図

って労働力の平準化を図ることで、休みが取れる

農業経営を実践されている事例もございます。

　ベビーリーフを生産する益城町の農業法人で

は、完全週休２日制を導入した結果、生産性の向

上や求職者数の増加など、まさに休みが取れる農

業経営を実現され、今年度、農林水産祭におい

て、内閣総理大臣賞を受賞されました。

　しかし、農業は自然相手のなりわいでございま

す。休みが取れる農業の実現には、まだまだ多く

の課題があると承知しております。

　今後は、外国人材や農福連携などを通じた労働

力の確保と併せて、休みが取れる優良事例の分析

と普及を図り、農業経営者の思いに応えられるよ

う、積極的に施策を推進してまいります。

　私の掲げる食のみやこ熊本県も、そして稼げる

農林畜水産業も、全ては担い手が確保されてこそ

実現できるものと考えています。今後も、関係機

関一体となり、担い手の確保に全力を注いでまい

ります。

　　〔荒川知章君登壇〕

○荒川知章君　県南地域の活性化は、県政の重要

課題であるという知事の言葉を大変うれしく思い

ます。私の恩師である故山本秀久先生が常におっ

しゃられてたのは、八代が県の第二の都市となら

なければならないということでした。

　県南フードバレー構想もステージ２に入りま

す。食のみやこ熊本の実現と併せて、さらなる進

化を期待しています。

　また、親元就農については、元気のある農村地

域を知事自ら確認し、知事の気づきに基づく支援

の強化ということで、知事の強い思いを確認する

ことができました。支援の強化を期待しておりま

す。

　休みが取れる農業については、農家の方からす

れば、むちゃくちゃなことを言うなという批判の

声があるだろうことも重々承知の上で私も申し上

げましたが、後継者の確保の観点では大変重要な

ポイントだと思いますので、積極的に進めていた

だきますようお願いいたします。

　私の地元芦北地域は、農林畜水産業が大きな柱

であるべきだと考えます。我が国の食料自給率向

上の一助となるほどの農林畜水産業の振興に努め

なければなりません。農林畜水産業全てにおいて

の担い手の育成をお願いいたします。
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　次に、こどもまんなか熊本・実現計画について

お尋ねいたします。

　昨年４月、政府において、こども家庭庁が創設

され、こどもまんなか社会の実現に向けた取組が

本格的にスタートし、様々な取組が展開されてい

ます。

　本県においても、令和５年度から、こどもまん

なか熊本の取組をスタートされました。今年度

は、木村知事の下、県政の重要課題の一つとして

｢こどもまんなか熊本」推進本部を設置し、全庁

挙げての取組が進められています。加えて、現

在、こどもまんなか熊本・実現計画を策定中であ

ります。

　９月定例会では、策定に向けた中間整理の報告

がなされ、その後、パブリックコメントやこども

未来創造会議において、子供、若者をはじめ、子

育て当事者、保育、教育の現場で働く人など、多

くの方から意見を聴いてこられました。

　私は、こどもまんなか熊本の実現は、県民の皆

さんと同じ方向を向いて一緒に取り組まなければ

成し遂げられないものであると考えます。その意

味では、計画の策定に当たっても、多くの県民の

方々とともにつくり上げていくことが極めて重要

であります。

　そこで質問ですが、パブリックコメントやこど

も未来創造会議で出された意見にはどのような意

見があったのでしょうか。そして、その意見を現

在策定中の計画にどのように反映していかれるの

でしょうか。

　また、中間整理の段階では、計画の理念や方向

性、施策の柱立てが実現計画の中心でしたが、県

民の意見を踏まえ、今後どのような取組を進めて

いかれるおつもりでしょうか。

　今後の取組の方向性及び計画策定のスケジュー

ルについてお尋ねをいたします。

　以上、健康福祉部長に答弁をお願いいたしま

す。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　まず、１点目の計

画の中間整理に対する意見やその反映についてで

すが、10月４日から11月３日までパブリックコメ

ントを実施し、合計82人から御意見が寄せられま

した。

　あわせて、子供や若者、子育て世代等から直接

意見をお聴きするこども未来創造会議を県内５か

所で開催し、合計141人から御意見をいただきま

した。その中で、知事は、中学生、高校生と直接

対話したところです。

　主な御意見として、まず、子供、若者からは、

学校におけるいじめ・不登校問題への取組強化、

通学路の安全確保、様々な体験活動の充実、先生

の児童生徒と向き合う時間の創出、公共交通の利

便性向上、さらに、就職先としての地元企業の魅

力向上などがありました。

　次に、子育て世代など一般の方からは、不妊治

療への不安、保育、教育の質の向上、安心して働

き続けられる職場環境の整備などについて御意見

がありました。

　このように、非常に多岐にわたり、ふだんの学

校生活や子育て環境、地域活動の中からの切実な

生の声をいただきました。これらの貴重な御意見

については、計画の基本方針編において、子供施

策に関する重要事項として反映してまいります。

　２点目の取組の方向性については、計画策定の

みならず、施策の推進においても、子供、若者、

子育て世代等の御意見を大切にしながら、県内市

町村や企業、団体等とも連携の上、全庁を挙げて

進めてまいります。

　早速検討したい主なものとして、まずは、子

供、若者から意見が多かった安全、安心に過ごせ



－ 131 －

令和６年11月定例会　熊本県議会会議録　第５号（12月９日）

る学校づくりとして、いじめや不登校等の諸問題

が挙げられます。これらは教育委員会を中心とす

る取組となりますが、子供、若者の置かれた状況

やその背景を踏まえ、健康福祉部も連携して対応

してまいります。

　さらに、一般の方から御意見の多かった不妊治

療への支援拡充の検討を進め、保育環境の充実を

図るとともに、子育てしやすい職場環境づくりの

推進にも取り組みます。

　計画策定のスケジュールとしては、来年１月に

有識者会議で審議の上、｢こどもまんなか熊本」

推進本部を経て、次期定例会において県議会の皆

様にも御報告し、今年度中に計画を策定いたしま

す。

　県としては、県民の皆様の御意見を踏まえて策

定するこどもまんなか熊本・実現計画を基に、オ

ール熊本で子供政策をしっかりと進めてまいりま

す。

　　〔荒川知章君登壇〕

○荒川知章君　国は、こども基本法により、子

供、若者に関する政策決定の際、当事者である子

供、若者の意見を聴くことを義務づけています。

　県では、今回計画を策定されるに当たり、中学

生、高校生との対話や子育て世代の方々からの意

見など、多くの声を聴いていただきました。関係

者の意見を聴くことは計画策定段階でも必要です

し、今後施策を実行していく段階でも必要なこと

です。

　今後も、常に関係者の意見を聴いていただき、

その意見を施策に反映する、その繰り返しをして

いただき、関係者が同じ方向を向いて、一体的な

取組として、子供や若者、そして子育て世代の皆

様が笑顔で暮らせる熊本を実現していただきます

ようお願いいたします。

　次に、子供たちが笑顔で育つ熊本の実現に向け

てお尋ねいたします。

　先月文部科学省が発表した不登校の子供の数

は、昨年、全国で34万人、本県も6,700人で、過

去最多という状況です。

　不登校には、幾つか原因があると思っていま

す。不登校の子供の中には、学ぶ意味や目的が十

分理解できず、不登校となっている子供がいると

思います。また、学ぶ意味や目的が理解できたと

しても、学びたいと思ったときに学ぶことができ

る環境も必要だと思います。誰一人取り残さない

教育を実現するためには、学校で学ぶ意味につい

て考えることが必要でしょうし、学びたいと思っ

たときに学ぶことができる環境づくりが重要では

ないでしょうか。

　そこで質問です。

　県教育委員会では、これまでも、不登校対策と

して、教育支援センターの充実などに取り組んで

こられましたが、今後どのような取組を展開して

いかれるのか、教育長にお尋ねいたします。

　次に、英語教育の充実、特に今回は、英語によ

るコミュニケーション能力の向上について質問を

いたします。

　本州からフェリーで30分、瀬戸内海に浮かぶ大

崎上島という島の中に、広島叡智学園高校という

広島県立の高校があります。平成31年４月に開校

した、まだ新しい全寮制の中高一貫校で、国際バ

カロレアの認定校でもあります。

　中でも私が衝撃を受けたのは、数学の授業が英

語で展開されているということでした。英語の授

業を英語で行うのは一般的に見かける光景です

が、数学の授業を英語で行うことは、私の想像を

絶するものでした。授業を受ける生徒にある程度

の英語力が必要な上に、日頃から英語に親しみ、

当たり前に、公用語のように授業の中で活用しな

がらの教育は、ある意味新鮮でもあり、これぞ現
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代のグローバル社会が求めている英語教育の在り

方ではないかと思ったところです。

　現在の日本を取り巻く環境を考えたとき、英語

教育は欠かすことのできないものであり、特に英

語を話せることは、これから世界に伍する日本の

若者、とりわけ半導体の外資系企業が進出して以

降、グローバル化が急速に進んでいる熊本の若者

にとっては、とても重要なことだと思っていま

す。

　そこで質問です。

　この英語教育の充実強化、英語によるコミュニ

ケーション能力の向上については、教育委員会と

しても強力に進める必要があると考えますが、教

育長の考えをお尋ねいたします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　１点目の不登校の子供た

ちに対する支援についてお答えいたします。

　令和５年度文部科学省調査結果によると、不登

校児童生徒の状況としましては、学校生活にやる

気が出ない、不安、抑鬱、生活のリズムの不調の

項目が多くなっています。

　県教育委員会では、不登校児童生徒の学びの場

を確保するため、スクールカウンセラー等の専門

家を活用したカウンセリングの充実や教育支援セ

ンター設置など、様々な取組を行っているところ

でございます。

　また、対人関係の不安やストレス等が原因で、

自宅から出ることが難しく、教育支援センターや

フリースクールのような施設に通えない子供もい

ることから、学びたいときに学ぶことができる環

境づくりも重要であると考えています。

　そのため、県教育委員会では、不登校児童生徒

への支援に関する協力者会議を設置し、具体的な

協議を進めています。今後、家から出ることがで

きない子供への学びの場を確保するため、１人１

台端末やオンラインを活用した学習支援の方策な

どについても議論することとしております。

　また、今月には、不登校児童生徒及びその保護

者を対象に、必要な支援や要望等に関するアンケ

ートを実施し、不登校対策に活用していく予定で

ございます。

　引き続き、誰一人取り残さない教育を実現する

ため、不登校児童生徒に寄り添った学びの環境づ

くりに努めてまいります。

　２点目の英語によるコミュニケーション能力の

向上についてお答えします。

　議員御指摘のとおり、グローバル化が急速に進

んでいる中、将来を担う児童生徒の英語によるコ

ミュニケーション能力、とりわけ話す力を高める

ことは大変重要だと考えています。

　県教育委員会では、英語を話す力を育成するた

め、義務教育段階から、英語によるスピーチや対

話などを重視した授業への転換を図っています。

今年度は、新たに県内中学生1,200人に対し英語

スピーキングテストを実施しており、結果を分析

して授業力の向上に生かすこととしています。ま

た、英語による話す力を強化するとともに、英語

学習の意欲を高めることを目的として、児童生徒

がＡＬＴと英語でコミュニケーションを図るイベ

ントを行っています。この取組は、県内の市町村

独自の国際交流の取組へと広がっています。

　高校段階では、英語ディベート等を通した授業

づくりのほか、探求活動の成果を英語で発表して

議論を行ったり、理科などの学習内容を英語でも

学ぶ取組も進めています。また、国際バカロレア

を導入予定の八代高校では、英語とそれ以外の１

教科の授業を英語で行うことを検討しています。

　さらに、10月に開催された「世界津波の日」

2024高校生サミットIN熊本においては、県内の高

校生が国内外から集まった多くの高校生と英語で
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対話し、防災に関する議論を深めるなど、これま

での英語教育の成果が表れているものと考えてい

ます。

　県教育委員会としましては、引き続き、英語に

よるコミュニケーション能力の向上のため、教科

指導だけでなく、様々な場面において英語教育の

充実を図ることで、グローバル社会を担う児童生

徒の育成に努めてまいります。

　　〔荒川知章君登壇〕

○荒川知章君　不登校については、その生徒数が

年々上昇するなど非常に深刻な問題であり、これ

だけテクノロジーが発達した現代においてオンラ

インを活用することは必須であると考えます。コ

ロナ禍では、オンライン授業が積極的に展開され

ました。この取組は、学校に行きづらい子供たち

にとっては、とてもよい取組だったと思います

が、コロナ収束後には、オンライン授業をあまり

活用しないコロナ前の状況に戻りつつあるように

感じています。できれば、簡単な単元は自宅など

でのオンライン授業を取り入れた上で、学習意欲

が高まったところで学校への登校を促すなど、様

々な取組が必要だと考えます。引き続き検討をお

願いしたいと思います。

　また、英語によるコミュニケーション能力の向

上については、現状、スピーキングの試験が大学

受験でないため、大学受験だけを考えると、スピ

ーキングを積極的に取り入れることはバランスが

必要な面もあると思うのですが、コミュニケーシ

ョン能力を高めることで異文化交流を深め、その

結果、英語そのものへの学習意欲が高まると思い

ますので、よろしくお願いいたします。

　次に、外国人労働力の確保、活用について質問

いたします。

　現在、日本全国、あらゆる産業で人材不足が深

刻化しており、担い手としての外国人労働者は貴

重な存在となっています。

　県内の在住外国人の数は、近年、半導体関連の

外資系企業の進出などを背景として年々上昇して

おり、令和６年６月末時点で約２万7,000人とな

り、過去最高を記録し、全国でも上位の伸び率と

なっています。

　人口減少が進む中、外国人が地域社会の担い手

として熊本で働くことを選択していただき、外国

人労働者を熊本に取り込むことは、熊本がこれか

らも発展し続け、その活力を維持していく上で極

めて重要であると考えています。

　外国人労働者を雇用するに当たっては、人手不

足の解消ができるなど、よい面もありますが、一

方で、文化や習慣の違いを理解しないとトラブル

につながることや、外国人の日本語レベルによっ

てはコミュニケーションがうまく取れないこと、

また、雇用に当たっては経費面での負担が大きい

など、課題も多くあるのが現状です。

　県では、今年９月、外国人材との共生推進本部

を立ち上げ、外国人も県民も、共に働きやすく、

暮らしやすい町にしていくための議論がスタート

しています。

　また、10月には、外国人材受入企業支援センタ

ーが開設され、専門家による相談対応、マッチン

グ支援など、県内企業の外国人材受入れへの支援

が始まっています。

　一方で、令和９年６月までには、全国で現行の

技能実習制度に代わる育成就労制度がスタートす

ることになっています。これまでの技能実習制度

で認められていなかった外国人労働者の転籍が育

成就労制度で可能になるため、この制度が始まる

と、賃金の高い都市部への人材の流出に拍車がか

かることが懸念されています。

　地方の企業においては、初期段階での指導、教

育を行い、労働者として育成した挙げ句、これか
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ら戦力として活躍していただく段階になって、給

料の高い都市部の大企業に転職する例が、これま

で以上に発生するのではないかと心配をしていま

す。

　さらに大きな視点で言えば、諸外国の経済発展

による待遇の向上、日本における賃金の伸び悩み

によって、優秀な外国人労働者の採用が難しくな

りつつあります。

　また、雇用する方の中には、外国人労働者を単

なる労働力として認識し、いまだ、安く雇用で

き、労働環境が多少悪くても働いてもらえると考

えている雇用者も少なくありません。

　給与水準が高い国が増える中、安く雇おうとい

う考えでは、外国人はほかの国で働くことを選択

してしまいます。日本人と同様の労働条件、給与

水準で雇用する必要があることは言うまでもあり

ません。

　今後は、ますます外国人にとって働きやすい労

働環境をつくらなければ、より多くの外国人労働

者が、日本、もしくは熊本で活躍することはでき

ないと思っています。

　そこで質問ですが、現在、各分野で人材不足が

深刻化している中、外国人労働者を貴重な労働力

として頼らざるを得ない状況にありますが、県で

は、企業における受入れ環境の整備や受入れに係

る負担軽減など、外国人労働者の受入れ、確保に

ついてどのように取り組んでいかれるのか、商工

労働部長にお尋ねいたします。

　　〔商工労働部長上田哲也君登壇〕

○商工労働部長(上田哲也君)　各産業における人

手不足が深刻となっている本県において、外国人

材は、地域経済を支える重要な存在であると認識

をしています。

　また、世界的な半導体関連企業の進出を契機と

して、本県の国際化の流れが加速する中、外国人

材に選ばれ、長く活躍していただくことは、本県

産業の競争力強化にもつながるものと考えており

ます。

　議員御指摘のとおり、外国人材の受入れと確保

は、企業にとって、在留資格取得に伴うハードル

をはじめ、社内の受入れ環境整備や生活面のサポ

ートなど、様々な課題がございます。

　加えて、本人意向で転籍が可能となる育成就労

制度が今後開始されることを踏まえますと、職場

や地域への定着につながる取組も大変重要になっ

てまいります。

　そこで、県では、企業を対象とした外国人材活

用ノウハウに関するセミナーや、日本人従業員向

けに、職場においてやさしく日本語を伝えるため

の講座を開催しています。また、10月には、議員

御紹介いただきました外国人材受入れに関する企

業向けの相談支援窓口を新たに設置するなど、県

内企業の負担軽減にも取り組んでまいります。

　９月に設置しました知事を本部長とします外国

人材との共生推進本部では、外国人材受入れに関

する諸課題の解決につながる好事例を収集し、横

展開を図るなど、外国人材にとって働きやすい環

境を整備することとしています。

　県としても、外国人材の県内就労や定着促進に

つながるよう、県内企業へのきめ細かな相談対応

やオンラインイベントによるマッチング機会の提

供を行ってまいります。

　また、海外の外国人材に対して、ベトナムやカ

ンボジアなど５か国語で作成するＰＲ動画を活用

するなど、熊本で働く魅力の情報発信を行い、外

国人材に選ばれる熊本に向けた取組を充実させる

ことで、人手不足の解消と地域経済の維持発展に

つなげてまいります。

　　〔荒川知章君登壇〕

○荒川知章君　外国人材は、これから獲得競争の
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時代だと思います。特に建設業や福祉施設におい

ては、外国人材の方々の資格取得が望まれます

が、現在試験が日本語で行われ、難しい漢字が読

めず、資格取得が困難となっています。広島県で

は、民間団体が主体となり、母国語での試験問題

が用意される例も見受けられます。ぜひ本県でも

早急に対応していただきたいと思います。

　また、働きやすく、暮らしやすい熊本をいかに

実現し、発信していけるか、このことも今後の課

題であると思います。多くの産業で人材不足が起

こっている現状において、外国人材を欲しいタイ

ミングで欲しい能力の方をしっかり確保でき、各

産業の生産性を高めていくためにも、今年度から

スタートした外国人材との共生推進本部での議論

をはじめ、様々な機会を通じて、外国人労働者に

選ばれる熊本となるよう、県を挙げての支援をよ

ろしくお願いいたします。

　最後に、深刻さを増している鳥獣被害に関しま

して、その対策についてお尋ねをいたします。

　令和４年度の野生鳥獣による農作物の被害状況

は、県全体の被害額が約５億9,000万円で、イノ

シシ、鹿による被害が増加しており、依然高い水

準となっています。

　地元芦北地域でも、鹿による果樹への被害が深

刻であり、地域の基幹作物であるかんきつ類への

被害は喫緊の課題です。

　私も、地元でお話を伺うと、鳥獣被害に対する

悩みの声が多く寄せられます。特に、農家では高

齢化が進んでおり、侵入防止柵の設置や修繕が負

担になっていること、狩猟者においては、捕獲後

のイノシシや鹿の運搬、埋設に係る掘削、埋め戻

しなどの作業が負担になっていること、さらに

は、捕獲した鳥獣を埋設する場所を探すのが大

変、捕獲したイノシシや鹿を処理する施設を建設

してほしいなどの要望をお聞きいたします。

　鳥獣対策としては、１つは、鳥獣の田畑などへ

の侵入防止、２つ目には、鳥獣を捕獲することが

大きな柱になると思いますが、防護柵の設置だけ

では、完全にシャットアウトすることはできませ

んし、鳥獣の数自体が膨大である昨今では、今の

ペースで捕獲しても、被害を防ぐための捕獲には

ならないのが実情であります。

　その上で、今私が最も課題と考えているのが、

捕獲した後の鳥獣の処理についてでございます。

この処理の仕組みを構築しなければ、捕獲そのも

のもうまく進まず、鳥獣被害対策全体がうまく進

まないと思います。

　県では、これまでも様々な対策を講じていただ

いておりますが、今日まで抜本的な解決に至って

いない現状を考えると、引き続き対策を継続しつ

つも、さらなる対策の強化が必要と考えます。

　捕獲数も多いため、捕獲後の運搬の負担軽減や

捕獲した鳥獣の処理をどう進めるのかを考えたと

き、捕獲した鳥獣を処理施設まで運搬し、解体処

分し、加工して商品化する、そして利益を上げ、

その利益を、運搬から解体処理、加工、商品流通

に至るまでの財源の一部に活用できるようにす

る、この仕組みを構築した上で施設を整備するこ

とが極めて有効と考えます。

　解体加工施設では、単に解体処分をするだけで

はなく、売れる商品に商品化すること、かつ利益

につながる仕組みを構築すること、その生まれた

利益を施設の人件費や施設整備、技術力向上に要

する費用に活用できるようにすること、この仕組

みづくりにより、捕獲から加工、そして加工品の

商品流通の流れができ、好循環が生まれ、鳥獣被

害対策の全体がうまく回っていくものと確信をし

ています。

　そこで、１点目に、鳥獣被害対策として、県で

は、これまで様々な支援を講じてこられました
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が、これまでの対策をどう評価しておられるの

か。依然として課題もあると思いますが、どのよ

うな課題があり、その課題に今後どのように対応

していかれるのでしょうか、まずお尋ねいたしま

す。

　次に、２点目に、捕獲した後の鳥獣の取扱いを

考えるに当たって、将来的に持続可能な解体処

理、加工を行う施設を整備し、加工品を商品化

し、流通させる必要があると考えますが、この点

についてどのように考えておられるのでしょう

か、農林水産部長にお尋ねをいたします。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　１点目の鳥獣被害

対策についてお答えします。

　農作物への鳥獣被害は、被害そのものにとどま

らず、農家の生産意欲の減退を招くなど、重要な

問題と認識しています。

　このため、県では、収穫後に残った作物の除去

や草刈りによる潜み場の解消など、野生鳥獣が生

息しにくい環境の整備と管理を地域ぐるみで行う

｢えづけＳＴＯＰ！」対策を基本として、侵入防

止柵の設置等を組み合わせた総合的な対策を進め

ています。

　これらの取組により、農作物の被害は、平成22

年の約８億円から近年は約５億円台に抑えられて

います。特に、沿岸部のカモ被害については、関

係者一丸で対策に取り組んだ結果、大きく被害が

減少しており、一定の成果が見られています。

　一方、高齢化等により、柵の設置、管理や捕獲

に係る負担を懸念する声が聞かれることから、県

では、ＩＣＴ技術を活用し、電気柵の電圧の低下

やわなでの捕獲情報をスマートフォンで確認する

システムの導入など、対策の効率化、省力化を図

っています。

　引き続き、市町村などの関係者と連携しなが

ら、持続可能な対策が講じられるよう支援してま

いります。

　２点目の捕獲した鳥獣の処理についてお答えし

ます。

　捕獲した鳥獣を加工し、ジビエなどに活用する

ことは、農村における所得向上にもつながる取組

です。

　県では、ジビエの利活用を推進するため、平成

30年に、県内のジビエの処理加工業者や関係市町

村、県などで構成するくまもとジビエコンソーシ

アムを設立し、加工技術の向上のための研修会や

ジビエフェアを開催するなど、関係者が一体とな

って品質向上や安定供給、ブランド化に取り組ん

でいます。このような取組の結果、イノシシと

鹿のジビエとしての活用頭数は、平成28年度の

2,978頭から令和４年度には4,038頭まで増加して

います。

　一方、処理施設の新規設置については、捕獲個

体の種類や頭数によって、ジビエの処理加工施設

とするのか、分解、圧縮する減容化施設とするの

かなど、関係者の意向を尊重し、地域の実情を考

慮の上、検討する必要があります。

　芦北地域では、鳥獣被害防止対策広域連絡協議

会において、効率的な処理方法の検討を進めてい

るところです。設置や運営に係るコスト、設置場

所など解決すべき課題は多くありますが、関係者

と連携して対応してまいります。

　今後も、関係団体と一丸となって、捕獲した鳥

獣の処理が持続的に行うことができるよう、処理

施設の設置に向けた支援やジビエのブランド化に

取り組んでまいります。

　　〔荒川知章君登壇〕

○荒川知章君　鳥獣被害は、抜本的な対策を講じ

ない限り減ることはないと思っています。

　鳥獣の侵入防止は対策の基本でありますが、鳥
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獣そのものの数が増え続ければ、幾ら侵入防止対

策を頑張っても追いつきません。やはり、併せて

捕獲を強化することが必要になってきます。捕獲

を強化するためには、捕獲した鳥獣の取扱いを確

立しないと、持続可能で効果的な捕獲にはつなが

らないと思います。

　ジビエの処理加工施設とするか、減容化施設と

するか、２つに１つではなく、肥料やペットフー

ドなど、可能なことは全て取り組む道も選択肢に

入れることが必要です。

　ぜひ、県におかれましては、捕獲した鳥獣を運

搬、解体、加工、そして加工品を商品化し、流通

に回し、利益を上げるこの仕組みづくりをスピー

ド感を持って主体的に進めていただき、他県に先

んじて、全国のモデルとなるような取組をぜひ早

急にお願いいたします。

　以上をもちまして、私の質問は全て終了をいた

しました。

　今後も、地域の皆様の安全、安心な生活のため

に、そして若者が希望を持てる地域づくりのため

に、そして県政発展のために誠心誠意全力で取り

組んでまいります。

　御清聴、誠にありがとうございました。(拍手)

○議長(山口裕君)　この際、５分間休憩いたしま

す。

　　午前10時58分休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午前11時８分開議

○議長(山口裕君)　休憩前に引き続き会議を開き

ます。

　西山宗孝君。

　　〔西山宗孝君登壇〕(拍手)

○西山宗孝君　皆さん、おはようございます。自

由民主党・宇土市選出・西山宗孝でございます。

今回で10回目の質問の機会をいただきました。あ

りがとうございます。

　先ほど質問しました荒川県議の爽やかな質問の

後ですので、びしっと行けという先輩からのアド

バイスありましたけれども、相変わらず緊張して

おります。心地よい緊張感の中で、しっかりと質

問をさせていただきたいと思います。

　今年も、県議会、常任委員会、特別委員会や自

民党の各部会の政策会議に加えて、多くの議員連

盟での政務活動をはじめ、コロナ後の国内外への

視察などを通して大変忙しい１年となりました。

同志議員の皆さんと一緒にたくさんの研さんを積

ませていただきました。地元宇土市におきまして

も、政務活動の中で、団体や市民の皆様より多く

の声をいただいてまいりました。

　限られた時間ではありますけれども、６点につ

いて、要望１点を加えて質問をさせていただきた

いと思います。

　いよいよ一般質問の最終日となります。本年最

後の一般質問の締めにふさわしい論議となります

ように、市民、県民の声について、木村知事をは

じめ、しっかりと答弁をお願いしたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。

　私は、去る10月６日から11日までの６日間、ベ

トナム、カンボジア両国の視察に、坂田団長をは

じめ、精鋭県議13名の視察団の一員として参加さ

せていただきました。

　今回の視察の目的でもあります、県内の多くの

企業が人手不足に苦しんでいることから、県内企

業への最多の人材を送っているベトナムと今後な

お一層の増加が期待されますカンボジア両国での

研修では、領事館やＪＩＣＡをはじめ日本への送

り出し機関や日本語学校など、多くの視察をさせ

ていただきました。

　スクリーンを御覧いただきたいと思います。

(資料を示す)
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　一生懸命勉学に励む若者たちのきらきらした目

が輝く印象が今でも残っております。法律上顔写

真が御覧いただけないのが残念なんですけれど

も、非常に若い方々が目を輝かせて――御覧のス

クリーンは、朝昼晩、１日３回のラジオ体操をや

って、気合を入れて勉強に励んでおられる姿でご

ざいます。

　卒業後、彼らの多くは、技能実習生として、生

まれて初めて祖国を後にし、日本、そして熊本に

来られます。その多くの若者は、借金をしなが

ら、日本へ行くことを夢見て、日本語や日本の文

化、マナーなどについて勉強されております。

　実習先として熊本を選ばれた方々は、人材不足

に悩む熊本の事業者の貴重な戦力となって、県経

済をしっかりと支えていただいております。

　一方で、来日後に、当初抱いていたイメージと

実際の生活のギャップを感じて、一部の方々がド

ロップアウトする、行方不明になるという現状も

あります。法務省によりますと、令和５年の技能

実習生の失踪者数は全国で9,753名と、これまで

で最も多い数字となりました。そのうち、熊本県

における失踪者数は221名となっています。

　菊陽町へのＴＳＭＣ進出や人材不足などの影響

により、県内の外国人住民の数は増加を続けてい

ます。(資料を示す)スクリーンにありますよう

に、法務省の最新統計によれば、県内在住外国

人は２万7,407名と、過去最高を更新いたしまし

た。

　私の地元である宇土市においても、実際に外国

人の方を目にすることが珍しくなくなってまいり

ました。私は、数ある選択肢の中から熊本を選

び、来られた方々が生き生きと楽しく暮らしてい

くことによって、さらに多くの優秀な人材が熊本

を選んでくれるようになるのではないかと考えま

す。また、そうしなければ、熊本は選ばれなくな

ると思っております。そのためには、外国人の方

たちを地域でどのように温かく受け入れ、地域の

方々とともに暮らしていける共生社会を我々は真

剣に考えなければならないと思っています。

　そこで、県が市町村や企業、民間団体と連携

し、外国人との共生の取組を進めることが大変重

要だと思っております。外国人から選ばれる熊本

を標榜されている熊本県として、今後どのように

取り組んでいかれるのか、木村知事にお尋ねをい

たします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　西山議員から、選ばれる熊本

に向けた外国人材との共生推進について御質問い

ただきました。

　議員御紹介のとおり、県内にお住まいの外国人

の数は、６月末時点で２万7,407人と、過去最高

を更新しております。地域社会や各産業において

人手不足が深刻化する中、文化や習慣が異なる外

国人とともに暮らす、多文化共生社会の実現は急

務になっております。

　先ほど、先生から、ドロップアウトの話も御指

摘いただきましたが、これまでの反省も含め、そ

のようなことが少なくなるように私たちはしなけ

ればいけません。

　熊本が外国人材から選ばれ続けるためにも、外

国人材を地域住民の一員として受け入れ、孤立し

ない環境を整えていくことが必要であると考えて

おります。

　そこで、９月に、私を本部長といたします熊本

県外国人材との共生推進本部を新たに設置いたし

ました。県庁だけでなく、市町村や民間団体など

とともに、多文化共生を推進する体制を整えてお

ります。これまで２回の推進本部会議を開催いた

しました。まずは、地域や各産業における課題や

優良事例を共有したところでございます。
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　例えば、八代市では、市民向けに外国人材が活

躍する職場の見学会を実施されておられます。こ

の見学会が、地域住民が多文化共生に目を向ける

きっかけとなっておられます。また、美里町や山

都町などの民間事業者では、日本の運転免許証を

持たない外国人従業員が困らないよう、社員が休

日に買物を手伝うなど、生活面を支援する取組が

進んでいます。

　こうした取組は、まだ始まったばかりではあり

ますが、今後、推進本部の参加者同士による横の

ネットワークを強化することで、県全体に波及さ

せていきたいと考えております。

　先月、私は、多文化共生社会の実現を目指す熊

本の民間団体、ＫＵＭＡＭＯＴＯ ＫＵＲＡＳＵ

のシンポジウムに出席いたしましたが、多くの出

席者の方々が熱心に話に聞き入る様子を拝見し、

多文化共生への関心の高まりを感じたところで

す。こうした多文化共生を支える民間団体などの

新たな動きも県として支援してまいります。

　市町村や民間団体の方々ともしっかり連携しな

がら、外国人材に選ばれる熊本に向けた取組を充

実させていくことで、外国人のみならず、日本人

を含めた全ての住民にとって働きやすく、暮らし

やすい環境づくりを進めてまいります。

　以上でございます。

　　〔西山宗孝君登壇〕

○西山宗孝君　視察いたしました送り出し機関で

の教育と実際に日本で就職された生活環境のギャ

ップについては、執行部も把握されていると思い

ます。

　このベトナム、カンボジア両国、６日間滞在中

に、この国民性、非常に親日派で、日本が好きな

国民性であることは皆さんも御承知かと思いま

す。日本人も、こういった方々と地域の住民とし

て一緒に手を取り合っていける体制、環境ができ

ればいいなと常々視察先で思ったところでもござ

いました。

　就職されていかれる事業体、管理団体等もあり

ますけれども、事業体によって極端にやっぱり対

応が違う、運が悪ければ非常に悪質な環境の中で

働く方もいらっしゃると伺っております。外国

で、送り出し機関での現地での勉強、思いと日本

におけるあまりにも大きなギャップに悩む方々も

たくさんいらっしゃるようです。その辺りは、送

り出し機関等々と熊本県が、そういったギャップ

も含めた課題を共有しながら、これから日本に行

ったらいいなと、少しぐらいは給与が安くても日

本がいいんだという思いを地域住民とつくり上げ

ていただきたいと思います。

　行政と民間の連携をするということで知事から

お話がありましたけれども、やはり市町村内にお

けるしっかりとした組織を持っている、例えばＪ

Ａであるとか、あるいは商工会議所であるとか、

あるいは福祉団体であるとか、そういったのを行

政と併せて、大体市町村の中にそういった相談機

関があればいいと思うんです。そういったところ

とも連携を取りながら、いつでも気持ちよく受け

入れてくれる、そういった環境をぜひつくってい

ただきたいと思います。

　知事が本部長、外国人材との共生推進本部会議

の中で課題をしっかり検討されて、そういった日

本の熊本の住民であると、市民である、県民であ

るという認識の下で、そういった環境をぜひつく

っていただきたいと思いますし、また、地域住民

への理解についても、やっぱり進めていかなけれ

ばならない課題だと思っておりますので、どうか

よろしくお願いしておきたいと思います。

　次に、宇城地域における水産業の支援体制につ

いてお尋ねをいたします。

　宇城地域では、特性が異なる有明海、八代海に
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おいて、多種多様な漁業が営まれています。とり

わけ、広大な干潟を利用したノリ養殖業やアサ

リ、ハマグリの採貝業などが盛んであり、令和５

年度漁期の県内生産量に占める割合は、ノリが約

16％、アサリが34％と主要な産地となっていま

す。

　これまで、県では、宇城地域をはじめ、地域の

特性に応じた水産振興を進めるに当たり、効率的

な支援体制を整備されてきたと認識しておりま

す。その支援体制は、平成２年に、玉名、熊飽地

域、宇城、八代、芦北、天草事務所の水産業改良

普及員を現在の県北、県南、天草の３か所に集約

されて、今の支援体制になったと聞いておりま

す。

　私の地元の宇土市は、県北広域本部水産課の所

管となっていますが、その事務所があるのは玉名

市、この玉名市から宇土市まで車で１時間以上か

かる距離にあります。地元の漁業者からは、特に

若い担い手からは、日常的に身近なところで水産

業の経営、新たな事業展開に向けた相談窓口、こ

ういった体制が求められているのが現状でござい

ます。

　また、県では、水産業の六次産業化を推進する

に当たり、平成24年に水産研究センターにオープ

ンラボを整備し、漁業者、漁協、加工業者、市町

による加工品開発を支援されています。

　農産物の六次産業化については、加工品試作や

商品開発などの支援を、先ほどもありました八代

のフードバレーアグリビジネスセンターで行っ

て、昨年度は、農業者や食品加工業者から296件

の相談などを受けて、相応の成果が見られていま

す。一方の水産研究センターのオープンラボの相

談件数については、13件と伺っております。

　それぞれ特性、歴史も違いますので、ただ単に

比較するわけにはいきませんけれども、宇城地域

におきましては、水産業の課題を把握して、六次

産業化や高付加価値化による振興を図っていくこ

とは、水産業の経営に大きく寄与するものである

と思います。さらに地元に密着したきめ細かな支

援体制が必要ではないかと思います。

　そこで、宇城地域における水産業の支援状況、

水産業の六次産業化に向けた水産研究センターの

取組状況、そして、今後の宇城地域における水産

業の支援体制について、農林水産部長にお尋ねを

いたします。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　まず、ノリ養殖業

やアサリ採貝業などが盛んな宇城地域の水産業の

支援についてお答えします。

　県では、県北、県南の２つの広域本部にそれぞ

れ複数人配置された水産業普及指導員と水産研究

センターの研究員が、地域や業務を分担し、漁業

者からの相談に対する助言や技術指導などを行っ

ています。

　ノリ養殖業については、温暖化に伴う最適な生

産スケジュールの提案や高性能摘み取り船の導入

に向けた計画策定等の支援を行ってまいりまし

た。その結果、１経営体当たりの生産額は、平成

26年の1,894万円から令和５年には4,941万円とな

るなど、着実に向上しています。

　アサリ採貝業については、資源の回復に向け、

網袋による母貝団地の造成や被覆網による食害生

物からの保護などを支援してまいりました。その

結果、令和２年に0.2トンであった漁獲量は、令

和５年には43.2トンにまで増加し、資源回復の兆

しが見られています。

　次に、水産業の六次産業化に向けた水産研究セ

ンターの取組状況については、平成24年度に急速

凍結機や冷風乾燥機などを導入し、オープンラボ

の機能拡充を図りました。令和５年度までの12年
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間で、合計491件の相談があり、72件の加工品が

商品化されました。宇城地域では、住吉漁協の女

性部が風味豊かなノリのつくだ煮を商品化され、

今では直売所の看板商品となっています。

　引き続き、オープンラボを積極的に活用しても

らえるよう、漁協、市町との会議や普及活動を通

じて、加工品開発の成功事例などを発信してまい

ります。

　最後に、今後の宇城地域における水産業の支援

体制については、漁業者が抱える課題解決に向

け、関係者の連携を強化する必要があると感じて

います。そこで、担当する水産業普及指導員が一

目で分かる連絡網を漁協等の関係機関に配付する

など、漁業者が気軽に相談できる関係を構築して

まいります。

　さらに、漁業者の所得向上を目的とした浜の活

力再生プランの達成のため、漁協、市町により組

織された地域再生委員会などと水産業普及指導員

がこれまで以上に連携し、地域が抱える課題の解

決に取り組みます。

　これらの取組を着実に実施し、宇城地域の水産

業の振興にしっかりと取り組んでまいります。

　　〔西山宗孝君登壇〕

○西山宗孝君　今、部長から、宇城地域、宇土市

における住吉漁協の例を取って、一例、ノリの加

工等々の話がありましたが、あまり例を挙げる

と、少ないのかなと私自身が認識しておりました

ので、一例ではありましたけれども、もっともっ

とこの加工とか六次産業に向けては、伸び代があ

る地域であると、産業であると思っています。

　生産者の方から、農林畜水産、この関係のマッ

チングによって新商品の開発はまだまだ多くの可

能性があると伺っております。

　食の都推進には、これらの素材をさらに発展さ

せるためにも、有明海域水産物の活用にスポット

を当てていただき、さらに付加価値をつけていく

ことが、この地域に住まれる水産業の経営安定の

ためには絶対必要であると私は考えております。

引き続き御支援を賜ればと思います。

　また、従来、宇城振興局にありました水産の指

導普及員の制度が随分前にあったと伺っておりま

すが、そのことをすぐつくるということではなし

としても、やっぱりそういった体制が身近にある

ということが非常に大事だと思いますので、これ

からも、その体制についても、この宇土市のみな

らず、漁業関係では二部会、宇土、熊本市の一部

にかかりますけれども、二部会においてもそうい

ったお気持ちを持っておられるということを認識

していただければと思っています。どうかよろし

くお願い申し上げます。

　本年１月に発生しました能登半島地震では、多

くのインフラ施設に甚大な被害を及ぼしたことは

まだ記憶に新しいところですが、道路は至るとこ

ろで通行止めとなり、半島の地形の特性から奥能

登へのアクセスルートが遮断され、奥能登全体が

孤立状態となりました。また、多くの河川や港、

農業用施設など、広範囲に甚大な被害が発生いた

しました。その後、９月の奥能登豪雨でも、被害

はさらに拡大したところであります。

　私の地元であります宇土市においても同じ半島

地形を有しており、能登半島と同様な被害が発生

することを地元住民も大変不安を抱いておりま

す。宇土半島の道路事情としましては、宇土市側

の国道57号、宇城市側の国道266号は既に改良済

みであります。この２つの国道を南北に結ぶ主要

地方道宇土不知火線及び一般県道郡浦網田線は、

沿線住民の重要な道路であるとともに、大規模災

害が発生した場合の重要な避難道路でもあり、命

の道でもあります。

　この宇土不知火線及び郡浦網田線の改良率を見
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てみますと、それぞれ59％、43％であり、宇城管

内の県道改良率の74％と比べますと、非常に低い

改良率となっています。

　宇土半島を抜け、天草に通じる道は、ただいま

説明しましたような状況にあり、ここが寸断され

たら、熊本都市圏から陸路による天草への道は完

全に閉ざされることにもなります。先ほど天草で

の防災訓練大会があったとお話がありましたけれ

ども、能登半島と本当に全く変わらないような環

境になっていることは、知事も認識があると思い

ます。

　また、この半島域には、県の河川、潤川、網津

川については、それぞれ国道とＪＲによって下流

域への流下能力が小さく、毎年のように頻繁に氾

濫が生じています。潤川については、現在河道の

バイパス工事が鋭意進められておりますが、一日

も早い工事完成が待たれるところです。さらに、

上流域の対策も今後課題となっています。

　また、網田川の下流域については、県の防潮水

門を境に、上流には県河川、下流には宇土市管理

の漁港があります。この周辺には多くの人家が密

集していますし、天井川という関係もあって、本

当にこの数センチの範囲で大変な災害がある感じ

も、いつも思っております。

　近年の気象変動に伴い、潮位上昇、降雨量増大

により、さらに被害が拡大することを懸念してお

り、地区一帯の浸水被害減に向けては、やはり

県、市の関係もあって、県の強いリーダーシッ

プ、あるいは市の主体性が私は不可欠であると常

々思っておりました。

　これらの河川は、河川改修促進期成会などを通

じて、県や国に対して継続的に早期の治水対策の

推進を要望するなど、地元の熱意は非常に強く、

私も毎回同行して、整備の必要性など、地元の声

をお伝えしているところです。

　そこで、地元宇土市の県道宇土不知火線と郡浦

網田線及び潤川、網津川、網田川の整備の状況と

今後の取組について、土木部長にお尋ねをいたし

ます。

　続いて、県管理赤瀬漁港の安全対策についてお

尋ねをします。

　私の地元である宇土市の有明海沿岸では、ノリ

養殖をはじめ漁業が地域の主要産業であり、干満

の影響を受けないで利用できる県管理赤瀬漁港は

生産拠点となる漁港で、地域の漁業者からは、安

全性の確保と利便性の向上をこれまで求められて

きました。

　スクリーンを御覧いただきたいと思います。

(資料を示す）

　赤瀬漁港は、船だまりが広く、風向きによって

は波が発生しやすいため、台風接近時には、波の

影響を受けにくい近くの市管理漁港、網田漁港に

漁船の避難を余儀なくされております。

　安全対策については、私は、これまで、平成28

年12月議会と令和２年２月議会時に一般質問をさ

せていただきました。令和２年２月議会では、県

から、漁港内の風や波の調査、観測を詳細に行っ

た結果、台風接近時には、波の高さが漁船を安全

に係留できる基準を一部超えていることが確認さ

れたため、漁船の安全を確保するとともに、陸揚

げ作業を円滑に行うことができるよう、防波堤や

物揚げ場などの整備に取り組むこととして、安全

対策、課題解決に向け、国と協議を進めていくと

答弁をいただきました。

　県営の赤瀬漁港は、24時間、１年間を通して利

用できる地域の水産業の拠点として設置をされて

います。通常時だけでなく、台風、地震、豪雨等

の災害時においても、広域的に活用可能な漁港と

しての活用を願っているところであります。

　前回の質問から４年が経過しております。県営
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赤瀬漁港の安全対策や利便性向上対策の現状と今

後の見通しについて、農林水産部長にお尋ねをい

たします。

　　〔土木部長宮島哲哉君登壇〕

○土木部長(宮島哲哉君)　まず、宇土半島におけ

る避難道路ネットワークの強化についてお答えし

ます。

　主要地方道宇土不知火線及び一般県道郡浦網田

線は、国道57号及び国道266号とともに宇土半島

における幹線道路ネットワークを形成し、地域の

生活や経済活動を支え、発災時には、避難や災害

支援活動に寄与する重要な路線であると認識して

おります。

　宇土不知火線については、現在、網津川沿いの

家屋が連檐している地区を迂回する延長約2.3キ

ロメートルのバイパス整備に取り組んでおり、こ

れまでに約1.3キロメートルを供用しています。

　このバイパス区間の整備により、網津川の洪水

による通行止め等のリスクが軽減され、指定避難

所である防災センターへのアクセスが向上しま

す。

　郡浦網田線については、網田小学校の通学路の

うち、幅員が狭く急カーブとなっている網田工区

約660メーターの改良を進めており、これまでに

約160メーターが完成しています。

　この区間の整備により、児童の安全確保に加

え、災害時には、指定避難所である小学校へのア

クセス向上や円滑な支援活動等に寄与するものと

考えています。

　この２つの路線については、宇土半島の道路ネ

ットワーク強化に向け、まずは事業中区間の早期

整備を図るとともに、未着手区間についても、地

形条件や災害リスク、幅員、線形などの実情を踏

まえ、効率的な整備手法を検討してまいります。

　次に、主要河川整備の促進についてお答えしま

す。

　潤川については、現在、熊本市と宇土市の境付

近から上流約400メートルの区間において、河川

バイパス整備を進めており、これまでに約300メ

ートルがおおむね完成しています。残りの区間も

整備を進め、河川バイパスへの早期の切替えを目

指して、全力で取り組んでまいります。

　また、この上流区間についても、測量、設計に

着手しており、順次整備を推進してまいります。

　網津川については、治水上のネックとなってい

るＪＲ三角線の橋梁部より上流において、これま

で、遊水機能を確保するための土地の整備や河川

掘削などを行ってきました。

　今後は、流域治水の考え方に基づき、宇土市と

連携して、遊水機能の拡大や雨水貯留浸透施設の

設置などの治水対策を取りまとめ、浸水被害の軽

減に努めてまいります。

　網田川については、これまでの水位計の設置や

局部的に狭くなっている箇所の拡幅、定期的な河

川掘削などを行ってきたところです。

　下流域の浸水被害を軽減するためには、議員御

指摘のとおり、網田漁港を管理する宇土市と連携

した取組が不可欠であり、対策の検討に当たって

は、県がリーダーシップを取って進めることが重

要と考えています。

　今後は、河口部の漁港を含む地区一帯におい

て、内水や潮位の影響を含めた浸水被害のメカニ

ズムを県が調査し、宇土市とともに効果的な治水

対策を検討してまいります。

　引き続き、宇土半島の防災力強化に向けて、幹

線道路ネットワークの整備と流域治水の推進にし

っかりと取り組んでまいります。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　赤瀬漁港の安全対

策についてお答えします。
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　議員から御紹介がありましたとおり、赤瀬漁港

は、船だまりで波が発生しやすく、台風接近時に

は、漁業者は、近隣の網田漁港に漁船を避難させ

ている状況です。

　そのため、強風時にも漁船を安全に係留できる

よう、漁港の開口部に、沖からの波浪を低減する

防波堤を新たに整備することとしました。

　令和２年度に事業採択を受け、測量、設計を行

い、令和３年度に工事に着手しました。工事に当

たっては、ノリ養殖への影響を考慮し、海上で施

工する期間を制限したため時間を要しましたが、

本年６月には、防波堤の土台となる基礎の設置を

完了しました。

　現在、最終工程となる防波堤本体工事の発注準

備を進めており、来年度上期の完成を目指してい

ます。

　また、赤瀬漁港は、宇土半島北部で唯一潮の干

満の影響を受けず利用可能な漁港であり、地域の

拠点として漁業者の利用が増加しており、漁船を

係留する施設が不足しています。

　そのため、安全対策に加え、漁業者の意見も伺

いながら、令和４年度から、拠点性や利便性の向

上を目的として、物揚げ場や浮き桟橋の増設に取

り組んでいるところです。

　県としましては、今後も、水産振興のため、安

全で利用しやすい漁港の整備を進めてまいりま

す。

　　〔西山宗孝君登壇〕

○西山宗孝君　宇土半島のこの道路ネットワーク

については、先ほども説明差し上げましたよう

に、未整備区間の整備を進めることで、天草への

行く道、宇土側、宇城側を複線でつなぐこのネッ

トワーク化が早急に必要だと思いますので、どう

かよろしくお願いしておきたいと思います。

　また、市域内の３つの河川がありますが、潤川

については、今鋭意事業を促進していただいてお

りますけれども、上流の設計にも入ったと聞いて

おります。引き続き事業の推進をお願いしたいと

思います。

　また、網津川についても、取りまとめをこれか

ら宇土市と連携して行うというお話が具体的に初

めてありました。ぜひともスピード感を持って取

りまとめをして、地域住民の皆様も、地元には期

成会がもうできておるようでありますので、ぜひ

進めていただきたいと思います。

　また、同じく網田川については、もう当初から

県の河川、そして橋を挟んで宇土市の漁港という

ことで、協議会なるものまではなかったんですけ

れども、現場にはもう何回も地域の方と立ち会い

ました。川も天井川になっておりますので、一つ

あふれたらもう本当に大災害が出るところでもあ

ります。寛永年間には、随分と時代は遡りますけ

れども、高潮等々で大きな被害があった中心的場

所でもあります。ぜひとも宇土市と連携して、特

に県がリーダーシップを取ってということ、非常

に心強い御答弁をいただきました。ぜひとも強い

リーダーシップでその調査に入っていただきたい

というふうに思っております。

　また、赤瀬漁港につきましては、いつでも安全

に利用しやすい漁港として、いよいよ来年度に向

けた最終の工事が動き出したと伺っております。

引き続きの安全で利活用できる赤瀬漁港として整

備を進めていただきたいというふうに思います。

　少子化の波や学校部活動の地域社会など社会構

造の変化の中、少年スポーツ人口は減少の一途が

進んでいます。現在、スポーツ施設の老朽化に伴

う新設など、県政の重要な課題として論議をされ

ていますが、その中で、私は、野球場の新設も大

きな期待が寄せられていると思います。民間主導

の野球場構想の提案もあり、注目を集めていると
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ころであります。

　本日は、将来を担う少年野球人口の減少に焦点

を合わせて質問をさせていただきたいと思いま

す。

　全国の少年野球、男子加盟校数を2002年から

2022年の20年間で比較しますと、全体で7.8％減

少しており、その中で、軟式野球は11％の減少で

あり、高い減少率となっています。同様に、加盟

の部員数を比較しますと、全体が8.7％の減少に

対して、軟式野球は56.3％の大きな減少となって

います。

　このことは、将来、硬式野球、高校野球や大学

野球、社会人野球といった硬式の野球に向かう子

供たちの数が将来的にどれだけ減っていくのか、

なかなかこの野球人口の増加には、非常に厳しい

数字が出ていると思います。

　(資料を示す)本県の小中学校及び高等学校の野

球登録については、今年度、軟式野球で小学生登

録数が3,400人、中学生が2,100人であり、高校生

においては、軟式、硬式合わせて2,200人となっ

ています。令和２年と比べ、小学生から高校生ま

で合わせると、４年間で300名以上の減少が進ん

でいます。

　野球は、ほかのスポーツと比べて長い歴史の中

で、日本において特別な地位を築いてきたと思っ

ております。注目度も高く、幼少期から親しみ、

多くの若者にとって、夢や希望を抱くことのでき

る競技の一つであります。本県においても、世代

を超えた多くの県民に親しまれ、本県関係選手や

チームなどの活躍が、多くの県民に元気と活力を

与えてきた競技でもあります。

　現実に目を向けますと、本県は、九州各県と比

較しても、硬式野球大会が開催できる野球場の数

が少ない。これは、九州では下位に位置すると聞

いております。練習や試合を行うための場所は限

られていますし、また、高校野球では、県内３か

所で主に高校野球予選等々やっていただいていま

すけれども、九州の中でこの３か所を利用する県

は、やっぱり熊本が一番少ない。もっともっと、

沖縄、福岡を含めては、もっと数が多いんです。

　高校野球につきましても、こういった底辺人口

――少年野球や人口が少ない背景もあって、最近

は全国レベルでの活躍が少ない状況でもあり、全

国的に強いとは言えない状況であります。

　村上宗隆選手を代表として、少年たちが目指す

ヒーローとなる存在を生み出し、野球を続けやす

い環境を整えるためにも、また、野球場の新設推

進に合わせて、減少する競技人口を増やすこと

も、その施策も大変重要であると思っています。

県全体で野球の機運を盛り上げていくことが急務

ではないかと思います。

　そこで、県教育委員会として、少年野球の競技

人口の減少、部活動の地域移行が進む中、この課

題についてどのような取組をされていくのか、あ

るいは考えを持っておられるのか、教育長にお伺

いいたします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　少年野球の競技人口減少

の現状と課題についてお答えいたします。

　本県は、これまで多くのプロ野球選手を輩出し

ており、その選手の活躍する姿は、県民に夢や希

望を与えてきました。しかしながら、議員御指摘

のとおり、本県の小中学校及び高等学校の野球登

録者数については、年々減少傾向にあります。そ

の背景としては、少子化の影響はもとより、スポ

ーツ活動における選択肢の多様化など、様々な要

因が考えられます。

　県教育委員会としましては、学習指導要領で全

ての小中学校で実施することとなっておりますソ

フトボールやティーボールなどのベースボール型



－ 146 －

令和６年11月定例会　熊本県議会会議録　第５号（12月９日）

の授業を、より安全に、楽しく実施できるよう、

体育の授業の指導方法や好事例について学ぶため

の研修会の充実を図っております。

　また、子供たちが野球の楽しさを知り、競技を

始めるきっかけとなるよう、令和４年度から、毎

年、県高等学校野球連盟と連携し、県内の未就学

児及び小学校低学年の児童を対象としたちびっ子

べースボールフェスティバルを開催し、野球競技

人口の増加につながる取組も行っております。

　さらに、中学校部活動の地域移行を進める中

で、受皿となる地域スポーツクラブの充実を図る

とともに、指導者の育成にも取り組んでいるとこ

ろでございます。

　加えまして、昨年９月には、競技人口の減少防

止や環境改善などを目的として、県軟式野球連盟

や県高等学校野球連盟をはじめとする12団体で構

成される熊本県野球・ソフトボール連絡協議会が

設置され、様々なイベントや情報発信が行われて

おります。

　県教育委員会としましては、これまでの取組を

継続して実施するとともに、熊本県野球・ソフト

ボール連絡協議会などとの連携をより一層図りな

がら、野球競技人口の増加に向けた機運醸成に取

り組んでまいります。

　　〔西山宗孝君登壇〕

○西山宗孝君　私は、この質問の前に、野球関係

団体の方、複数にお会いしてお話を聞きました。

今、12団体で連絡協議会をつくっているとお話が

ありましたけれども、これは、スポーツの振興と

いう観点だろうと思うんですが、これから野球場

建設を進めていく、検討していくという中に、や

っぱり子供たちがそれに向けて頑張ろうという環

境をつくっていく、そのためには、底辺人口を増

やしていくことしかないと思うんです。

　そうしますと、今検討の中で、新しい野球場を

どこに造る、方法はどうだということも必要であ

りますが、そこの背景には、やはり子供たちのス

ポーツ、野球人口の減少、あるいは学生野球の強

化とか、そういったことも視野に入れながら進め

ていくということが大変必要であると思っており

ます。

　これについて、やっぱり熊本県が、教育長、声

を出していかないと、考えを示していかないと、

やはりどうも、それぞれの方にお伺いしたんです

けれども、組織、それぞればらばらの感もありま

すので、どうかひとつ、ぜひともそういったこと

も考えながら、団体の皆様からの意見の集約であ

るとか、県の考え方を進めていただければと思っ

ておりますので、どうかよろしくお願いします。

　近い将来、子供たちが希望を持ってこの野球場

の建設を楽しみにプレーをする、そういった姿を

心から願っておりますので、どうかよろしくお願

いいたします。

　次の質問に入らせていただきます。

　私どもの世代では、幼少より活発であった地域

婦人会の皆さんに、地域の行事、学校行事など、

多方面にわたってたくさんの貢献をいただき、愛

情もいただいてまいりました。

　近年、その婦人会の存続が危ぶまれている、こ

のことから、このテーマについて質問をさせてい

ただきたいと思います。

　地域婦人会は、地域社会の発展と住民の福祉向

上を目的として設立された団体です。熊本県で

は、昭和22年に熊本県婦人連盟が結成され、地域

の女性たちが中心となって様々な分野で活動を展

開し、地域のつながりを強める役割を担ってこら

れました。

　青少年の健全育成、環境保全、交通安全活動、

清掃活動やリサイクルキャンペーン、子供たちへ

の交通安全指導、高齢者向けの健康相談会などな
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ど、多岐にわたる活動を行っておられます。地域

住民の生活の質を向上させ、地域全体の発展に寄

与されたということは言うまでもありません。

　また、熊本地震の際には、多くの地域で婦人会

の方々が中心となって炊き出しや物資の配布、さ

らには、精神的なサポートなどを通して地域の絆

も深めていただきました。

　熊本県地域婦人会は、昭和25年には22万人ほど

あった会員数が、昨年の令和５年度にはどれぐら

いに減っているか、皆さん御認識ありますか。25

年に22万人あったのが、令和５年度には6,873人

になっているそうです。

　近年の地域コミュニティーの希薄化や人口減

少、あるいは高齢化等の影響で、会員の減少や会

の解散といったこともよく聞かれるようになりま

した。

　婦人会だけでなく、様々な社会教育関係団体に

おいても同じことが挙げられます。地域の人口減

少と高齢化が進行する中、これらの団体が持続的

な活動を続けることが難しくなってまいりまし

た。

　これまで地域を支えてきた婦人会は、このまま

では消滅するのではないかと危惧しております。

婦人会が消滅することで、住民同士の助け合いの

精神が薄れることも懸念されます。

　こうした減少する地域婦人会の現状と課題への

行政の役割は大変重要であると考えます。

　そこで、減少する地域婦人会の現状認識と今後

の対応について、教育長にお尋ねをいたします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　減少する地域婦人会の現

状認識と今後の対応についてお答え申し上げま

す。

　地域婦人会は、豊かな地域づくりを目指し、青

少年の健全育成、環境問題など地域に根差した活

動を展開することで、社会教育や地域活動に大き

く貢献してきた団体でございます。

　例えば、学校における登下校での安全見守りや

花壇の手入れ、ミシンを使った授業や伝承遊びで

の支援など、子供たちの安全、安心で豊かな学び

の環境づくりに貢献いただいております。

　また、熊本地震の際には、県内各地で地域婦人

会が炊き出しや物資の配布などを行うとともに、

その経験を踏まえた防災教育など、地域に根差し

た共助を育む活動は、青少年の健全育成を図る社

会教育の推進においても、重要な役割を担ってい

ただいたところでございます。

　しかしながら、議員御指摘のとおり、地域コミ

ュニティーの希薄化や人口減少、高齢化等の影響

による会員の減少などから、持続的な活動を続け

ることが難しくなっており、このままでは、地域

婦人会の存続さえ危惧される状況となっておりま

す。

　そのため、県教育委員会としましては、これま

での地域婦人会の活動内容や果たしてきた役割、

その必要性などを県のホームページや広報紙で広

く周知するなどして、より多くの県民の方々に地

域婦人会への理解を深めていただけるよう取り組

んでまいりたいと思っております。

　また、地域婦人会へのアンケートや意見聴取を

通しまして会員の声を聴くことにより、具体的な

現状や課題を把握し、組織の活性化に向けてどの

ようなことができるか、各市町村等とも連携を図

りながら、検討してまいります。

　　〔西山宗孝君登壇〕

○西山宗孝君　婦人会入会については、もちろん

自由意思に基づくものであり、義務や強制ではな

いということは重々承知しておりますが、やっぱ

り婦人会の歴史を振り返りますと、本当にこれほ

ど地域に貢献を長年続けてきた団体はそんなに多
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くはない、少ないと思います。

　私の地元では、婦人会の名前を女性会に変え

て、そして、内部の改革も、どういった女性の会

にしようかという研究もされているところもあり

ますし、また、解散の話も出ているところもあり

ます。

　県のほうで今お話がありましたように、やっぱ

り婦人会の現状を把握すること、アンケート等を

通して、ぜひとも現状を把握していただいて、こ

れからの新しい、新しいといいますか、これから

の婦人会の在り方についても十分検討していただ

き、地域の行政も含めたところで支援をして、検

討していかなければならない大変重要な組織です

ので、どうかよろしくお願いいたします。

　最後に、県民の芸術文化活動と後継者育成につ

いてお尋ねをします。

　私の地元である宇土市では、毎年、宇土市芸術

文化祭が開催され、お琴や太鼓、日本舞踊、民謡

など舞台発表や書道、陶芸の展示など、各種文化

の発表の場となっています。

　私も毎回楽しみに会場を訪れていますが、今年

は、これまでと違うところがありました。いつも

会場を彩っている生け花やお茶の席がありません

でした。伺ったところによりますと、高齢化や担

い手の減少で参加が厳しくなったとのお話であり

ました。大変寂しく思うとともに、伝統文化の担

い手が減少している現状を肌で感じたところでも

ありました。

　県が令和３年度から４年度にかけて実施した伝

統文化実態調査では、県内で活動する団体として

487団体を確認していますが、この16年前の同様

の調査では767団体とありました。30％以上も減

少しています。

　また、調査では、団体から、若い世代の参加率

の低さや後継者の不在が課題であるとの意見も寄

せられております。これまで脈々と受け継がれて

きた伝統文化の継承が危ぶまれている状況になっ

ていることに対して強い危機感を抱いています。

今後も伝統文化を持続可能なものにするために

は、広く県民の芸術文化活動を通して、次世代の

担い手育成など、何らかの手だてを講じることが

必要ではないかと思います。

　そこで、県民の芸術文化活動や後継者の育成

に、現状を踏まえて、県としてどのような取組を

されていくのか、観光文化部長にお願いをいたし

ます。

　　〔観光文化部長倉光麻里子さん登壇〕

○観光文化部長(倉光麻里子さん)　議員御指摘の

とおり、本県においても、文化、中でも伝統文化

の担い手が減少し、その継承が難しくなっていま

す。

　伝統文化の振興や継承には、特に感性豊かな子

供の頃から伝統文化に慣れ親しみ、継続的に関わ

っていくことが極めて大切です。

　そこで、県では、子供たちを対象にした取組を

通じて、後継者の育成を進めています。その一つ

が、子供たちを主役とする子ども芸術文化祭で

す。今年度は８月に宇土市で開催し、国の重要有

形民俗文化財である宇土市の雨乞い大太鼓など、

13団体が伝統文化等を披露しました。

　また、今年度から新たに、同じ分野の伝統文化

に取り組む異なる地域の子供たち同士が専門家の

アドバイスを受けながら交流を行う子ども芸術文

化活動支援事業に取り組んでいます。

　県では、これからも、県文化協会や市町村と連

携し、地域に根づく伝統文化の振興や後継者育成

に取り組み、地域の活力につなげてまいります。

　　〔西山宗孝君登壇〕

○西山宗孝君　ただいま紹介がありました、今年

８月に、くまもと子ども芸術祭が宇土市で開催さ
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れました。県内各地区を回っていくイベントなん

ですけれども、ただいまお話ありましたように、

宇土市の伝統芸能でもあります、この中には、宇

土の御獅子舞保存会、そして宇土雨乞い太鼓、松

山の花棒踊り保存会なども披露されました。いず

れの伝統芸能も存続の危機を経て、地域の方によ

り、その灯が引き継がれてきたものであります

し、今も子供たちもその一環を担っている団体で

もございます。

　答弁を観光部長からいただきましたが、未来を

担う子供たちの教育に当たられている教育委員会

との私は連携が不可欠であると思います。この子

ども芸術祭についても、行政、市長部局あるいは

教育委員会あるんですけれども、やっぱり教育委

員会の協力がなければ、子ども芸術祭なるものは

なかなか実現できないという、そういった背景も

ありますので、しっかりとこの20年先、30年先を

踏まえて、今の子供たちにこの伝統芸能、芸術を

継承するような環境も共同でつくっていただきた

いと思います。教育長もよろしくお願いいたしま

す。

　以上で質問を全て終わりました。

　１つだけ最後に要望をさせていただきます。

　公共インフラ整備に係る予算の確保と配分につ

いて要望いたします。

　これまで、国においては、国土強靱化の考えに

基づき、全国各地の公共インフラ整備強化に取り

組んできているところでありますが、県内に目を

向けますと、半導体関連産業への対応もあり、県

北地域に偏っているような感も見受けられます。

　ＴＳＭＣの進出に伴う県北地域の渋滞対策、道

路整備等々については、私も、議員の一人とし

て、チーム熊本の一員として、国や関係団体への

要望も行い、その結果として、地域産業構造転換

インフラ整備推進交付金なる、いわゆるインフラ

交付金が創設されたところでもあります。通常の

公共インフラ工事とは別枠で交付金が措置されて

いるわけでありますが、この県北以外の地域との

格差が生じることを非常に懸念いたしておりま

す。

　そこで、地域の防災、減災の観点からも、より

一層、県北の促進もありますが、これ以外の地域

にも御配慮いただき、県全体の均衡ある発展に尽

力をいただきますように、改めまして予算の確

保、配分について要望させていただきます。どう

かよろしくお願いします。

　以上、質問、要望終わりました。御清聴、誠に

ありがとうございました。

　いよいよあと１週間ほどで議会も終わります。

また来年も、皆さんとともに勉強して、研さんを

重ねて県議会活動していきたいと思います。

　また、執行部の皆様におかれましても、問題山

積でございます。来年に向けてしっかりと、木村

知事の下で、力を合わせて頑張っていただきたい

と思います。

　御清聴、誠にありがとうございました。(拍手)

○議長(山口裕君)　以上で通告されました一般質

問は全部終了いたしました。

　これをもって一般質問を終結いたします。

　　　　 ――――――――――――

　日程第２　議案等に対する質疑(第１号から第

　　33号まで)

○議長(山口裕君)　次に、日程第２、目下議題と

なっております議案第１号から第33号まで等に対

する質疑を行いますが、ただいままで通告はあり

ません。よって、質疑なしと認めます。

　　　　 ――――――――――――

　知事提出議案の上程(第34号から第44号まで)

○議長(山口裕君)　次に、お諮りいたします。

　知事提出議案第34号から第44号までが提出され
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ましたので、この際、これを日程に追加し、一括

して議題といたしたいと思います。これに御異議

ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、知事提出議案第34号から第44号までを日程に

追加し、一括して議題とすることに決定いたしま

した。

　知事提出議案第34号から第44号までを一括して

議題といたします。

　　 ―――――――――――――――――

　第34号　令和６年度熊本県一般会計補正予算

　　(第６号)

　第35号　令和６年度熊本県港湾整備事業特別会

　　計補正予算(第３号)

　第36号　令和６年度熊本県育英資金等貸与特別

　　会計補正予算(第１号)

　第37号　令和６年度熊本県国民健康保険事業特

　　別会計補正予算(第１号)

　第38号　令和６年度熊本県下水道事業会計補正

　　予算(第２号)

　第39号　令和６年度熊本県電気事業会計補正予

　　算(第３号)

　第40号　令和６年度熊本県工業用水道事業会計

　　補正予算(第１号)

　第41号　令和６年度熊本県有料駐車場事業会計

　　補正予算(第１号)

　第42号　令和６年度熊本県病院事業会計補正予

　　算(第３号)

　第43号　熊本県一般職の職員等の給与に関する

　　条例等の一部を改正する条例の制定について

　第44号　熊本県知事等の給与及び旅費に関する

　　条例等の一部を改正する条例の制定について

　　 ―――――――――――――――――

○議長(山口裕君)　次に、ただいま議題といたし

ました議案に対する知事の説明を求めます。

　知事木村敬君。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　本日追加提案いたしました議

案について御説明申し上げます。

　まず、一般会計補正予算については、10月11日

に県人事委員会から勧告のありました職員の給与

改定の実施に伴い、給料、期末・勤勉手当などの

額を引き上げるものでございます。

　これにより、一般会計は、冒頭提案分と合わせ

て113億円の増額補正となり、補正後の一般会計

予算額は8,741億円となります。

　あわせて、この給与改定等に伴う条例改正も提

案しております。

　このほか、本日は、人事案件についても提案し

ております。

　これらの議案について、よろしく御審議くださ

るようお願い申し上げます。

○議長(山口裕君)　次に、ただいま議題といたし

ました議案のうち、第43号につきましては、職員

に関する条例案であり、地方公務員法第５条第２

項の規定により、人事委員会の意見を聴く必要が

ありますので、ただいまから人事委員会の意見を

求めます。

　人事委員会委員長出田孝一君。

　　〔人事委員会委員長出田孝一君登壇〕

○人事委員会委員長(出田孝一君)　本議会に追加

提案されました議案第43号について、地方公務員

法第５条第２項の規定に基づき、人事委員会の意

見を申し述べます。

　議案第43号につきましては、本委員会が本年10

月に当議会及び知事に対して行いました職員の給

与等に関する報告及び勧告に沿って、勧告のう

ち、本年の給与改定に係る部分について、地域の

民間給与との均衡を図るため、給料表や扶養手当
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等の引上げを行うものであり、適当であると考え

ます。

○議長(山口裕君)　次に、ただいま議題といたし

ました議案第34号から第44号までに対する質疑を

行いますが、ただいままで通告はありません。よ

って、質疑なしと認めます。

　　　　 ――――――――――――

　日程第３　知事提出議案の委員会付託(第１号

　　から第44号まで)

○議長(山口裕君)　次に、日程第３、目下議題と

なっております議案第１号から第33号までにつき

ましては、さきに配付の令和６年11月熊本県議会

定例会議案各委員会別一覧表のとおり、議案第34

号から第44号までにつきましては、さきに配付の

同一覧表(追号)のとおり、それぞれ所管の常任委

員会に付託して審査することといたします。

　　〔各委員会別一覧表は付録に掲載〕

　　　　 ――――――――――――

　日程第４　請願の委員会付託

○議長(山口裕君)　次に、日程第４、今期定例会

において受理いたしました請願は、議席に配付の

請願文書表のとおりであります。

　これを総務常任委員会に付託して審査すること

といたします。

　　〔請願文書表は付録に掲載〕

　　　　 ――――――――――――

　知事提出議案の上程(第45号)

○議長(山口裕君)　次に、お諮りいたします。

　知事提出議案第45号が提出されましたので、こ

の際、これを日程に追加し、議題といたしたいと

思います。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、知事提出議案第45号を日程に追加し、議題と

することに決定いたしました。

　知事提出議案第45号を議題といたします。

　　 ―――――――――――――――――

　第45号　教育委員会委員の任命について

　　 ―――――――――――――――――

○議長(山口裕君)　お諮りいたします。

　ただいま議題といたしました議案に対する提出

者の説明は省略いたしたいと思います。これに御

異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、そのように取り計らうことに決定いたしまし

た。

　　　　 ――――――――――――

　日程第５　休会の件

○議長(山口裕君)　次に、日程第５、休会の件を

議題といたします。

　お諮りいたします。

　明10日は、各特別委員会開会のため、11日から

13日までは、各常任委員会開会のため、16日は、

議事整理のため、それぞれ休会いたしたいと思い

ます。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、明10日から13日まで及び16日は休会すること

に決定いたしました。

　なお、14日及び15日は、県の休日のため、休会

であります。

　　　　 ――――――――――――

○議長(山口裕君)　以上で本日の日程は全部終了

いたしました。

　次の会議は、来る17日午前10時から開きます。

　日程は、議席に配付の議事日程第６号のとおり

といたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　午後０時15分散会






